
 小田原市マンション管理適正化推進計画の改定に対する市民意見の募集結果について  

 

１ 意見募集の概要 

政策等の題名 小田原市マンション管理適正化推進計画の改定 

政策等の案の公表の日 令和６年７月１日（月） 

意見提出期間 令和６年７月１日（月）から令和６年７月 30 日（火） 

まで 

市民への周知方法 意見募集要項の配布（市内公共施設、ホームページ、

都市政策課窓口） 

 

２ 結果の概要 

  提出された意見は、次のとおりです。 

意見数（意見提出者数） 21 件 （２人） 

 インターネット            ２人 

 ファクシミリ            ０人 

 郵送            ０人 

 直接持参            ０人 
 

無効な意見提出            ０人 

 

３ 提出意見の内容 

  パブリックコメントで提出された意見の内容とそれに対する市の考え方は、次の

とおりです。 

 〈総括表〉 

区分 意見の考慮の結果 件  数 

Ａ 意見を踏まえ、政策等に反映したもの ４ 

Ｂ 意見の趣旨が既に政策等に反映されているもの １ 

Ｃ 今後の検討のために参考とするもの ３ 

Ｄ その他（質問など） 13 

  



〈具体的な内容〉 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方 

１ 固定資産課税台帳を活用

したのであれば、アンケ

ート未回答のマンション

についても、竣工年月や

戸数など調査の上、概要

を資料に記載すべきであ

る。 

Ｄ 実態調査は、マンション管理の適正化を推

進する施策を計画に位置付けるため、管理

者、管理規約及び長期修繕計画の有無など

管理組合の状況を把握するものです。 

このことから、外観調査や不動産取引まで

把握する必要はないと考えています。な

お、実態調査のほか、管理会社等に対する

ヒアリングなどにより、実態把握に努めて

います。 

 

２ 実態調査であれば、アン

ケートだけでなく、目視

等による外観調査による

状況評価なども必要に応

じて実施すべきである。 

Ｄ 

３ 不動産登記の変更状況、

レインズなどの不動産デ

ータベースによる取引の

把握も必要に応じて行う

べきである。 

Ｄ 

４ 空き家調査や固定資産税

滞納状況調査などと連携

した調査も行うべきであ

る。また、福祉関係部署

の職員、民生委員、地域

包括支援センターなどか

らも情報を入手すべきで

ある。 

Ｄ 

５ 計 画 に 定 め る 目 標 値 に

は、アンケート未回答の

マンションも含めた計算

が必要と考える。 

Ｂ ご意見のとおり、アンケート未回答のマン

ションも含め、目標値を設定しています。 



６ 管理費や修繕積立金の保

全、残高確認について確

認すべきである。また、

容 積 率 な ど の 既 存 不 適

格、ハザードなどの情報

も収集すべきである。 

Ｃ 管理費や修繕積立金の保全等についての確

認は、あくまで管理主体である管理組合が

行うものと考えますが、組合の活動に停滞

が見られ、ヒアリング等を通じて、運営に

課題がある場合には、管理相談やアドバイ

ザー派遣により対応してまいります。ま

た、建替えの際にも、相談等により対応し

てまいります。 

７ 旧耐震のマンションにつ

いては、耐震診断、改修

費用の見積もりなどの支

援 を す べ き で あ る 。 ま

た、住替え、建替え相談

などの施策を講じるべき

である。 

Ｃ 一定規模以上の旧耐震分譲共同住宅につい

ては、耐震化を促進するためのアドバイザ

ー派遣、耐震診断や耐震改修の補助制度を

設けています。また、住替え、建替え相談

などについては、マンション管理相談やア

ドバイザー派遣などの施策により、対応し

てまいります。 

８ 知見のある市職員、外部

専門家による修繕計画レ

ビューを施策として検討

すべきである。 

Ｃ マンション管理士会など関係団体との連携

の中で検討してまいります。 

９ 立地適正化計画の施策と

合わせ、今後の共同住宅

開発について接道や階数

などのフィードバック意

見を行政が作成し、提示

すべきである。 

Ｄ 立地適正化計画において、都市機能誘導区

域及び居住誘導区域を設定し、まちなか居

住の推進など緩やかな誘導を図っていま

す。また、接道、階数などの各要件につい

ては、都市計画法や建築基準法、条例など

で定められており、それらに基づき、マン

ションは建設されています。 

10 居住用マンションだけで

なく、雑居ビルについて

も耐震、修繕計画、建替

え計画についてアンケー

トを実施すべきである。 

Ｄ マンションの管理の適正化の推進に関する

法律では、居住用の区分所有建物を対象と

しております。なお、共同ビルについて

は、耐震化を促進するための通知をするほ

か、一定の要件を満たす場合は、建築基準



法第 12 条に基づき定期点検の報告を求め

ております。 

11 （１ページ） 

マンションの戸数に加え

て、棟数も表記すべきで

ある。 

Ａ ご意見のとおり、戸数のあとに棟数を記載

します。 

12 （３ページほか） 

マンション管理適正化指

針がマンションの管理の

適正化の推進を図るため

の 基 本 的 な 方 針 で あ れ

ば、「基本方針」とすべ

きである。 

Ａ ご意見のとおり他頁も含め、修正します。 

13 （５ページ） 

別添資料とあるが、別添

資料がない。 

Ａ ご意見のとおり、添付資料がありませんの

で、資料編に添付します。 

14 区分所有建物をどのよう

に判断したのか。 

Ｄ 固定資産税課税台帳から、敷地権設定され

ている建物等を抽出しています。 

15 （９ページ） 

本文で小田原市マンショ

ン管理適正化推進計画を

「推進計画」としている

ため、ここで定める必要

はない。 

Ｄ 当該計画は、本編と資料編に分かれている

ことから、改めて用語を定義しています。 

16 アンケート未回答のマン

ションに対して継続調査

を行い、現状の把握に努

めるべき。 

Ｄ 本市のマンションの実態を把握することは

重要であるとの認識のもと、令和６年度以

降も回答をいただいていないマンションに

対し、継続的に実態調査を実施してまいり

ます。 

17 策 定 時 の 市 民 意 見 に 対

し、「実態調査の結果に

Ａ 新たな施策として、要支援マンションに対

する働きかけを位置づけ、原因を把握した



基づき、管理組合がない

マンションがあった場合

には、助言・指導を行っ

ていく」との回答がされ

ているが、どのような助

言、指導を行ったのか。 

上で適切な助言・指導を行ってまいりま

す。なお、ご意見を受け、当該施策の支援

対象に管理組合が存在しないマンションを

明文化しました。 

18 実態調査では、管理組合

のないマンションは１件

あるが、未回答マンショ

ンはこれ以上の割合であ

ると思慮できるが、どの

くらいあると考えている

のか。 

Ｄ 管理組合がないマンション数を把握してい

くため、引き続き実態調査を実施してまい

ります。 

19 適切に修繕されないまま

放 置 さ れ る マ ン シ ョ ン

は、アンケートに回答し

ていないマンションと思

われるので、それらに対

する施策を盛り込んでほ

しい。 

Ｄ 市内マンションの実態を把握することは重

要であるとの認識のもと、令和６年度以降

も回答をいただいていないマンションに対

し、継続的に実態調査を実施していく中で

検討してまいります。また、アンケート未

回答マンションに対し、管理会社等に対す

るヒアリングも実施しています。 

20 策 定 時 の 市 民 意 見 に 対

し、「２名以上の複数の

区分所有者で構成するマ

ンションが対象となる」

と の 回 答 が さ れ て い る

が、調査を実施していな

いように思われる。 

Ｄ 実態調査は、マンションの管理の適正化の

推進に関する法律に基づき、居住用の２以

上の区分所有建物を対象に実施していま

す。 

21 管理計画認定制度への申

請の意向を示した５件の

マンションは申請を行っ

たのか。 

Ｄ 現在まで１件の管理計画認定を行っていま

す。残りの４件が申請していない理由など

については、今後、管理組合に対するヒア

リングや意見交換を実施してまいります。 



４ 提出意見と関係なく変更した点 

文中の細かな字句など、適宜修正しています。 


